
面　　積

27年 人 ｋ㎡

増減率 ％ 22　年

28.1.1 人 国　調 3.8 ％ 18.8 ％ 77.4 ％

27.1.1 人
17　年 621 人 2,511 人 9,370 人

増減率 ％ 国　調 5.0 ％ 20.0 ％ 74.8 ％

平成27年度 増減額

1. ① 7,172,125 △ 309,858 △ 4.1 ％

2. ② 6,934,192 △ 421,519 △ 5.7 ％

3. ③ 237,933 111,661 88.4 ％

4. ④ 2,796 △ 3,695 △ 56.9

5. ⑤ 235,137 115,356 96.3

6. ⑥ 115,356 274,877

7. ⑦ 334,046 81,302 32.2

8. ⑧ 0 0 -

9. ⑨ 391,943 62,142 18.8 ％

10. 57,459 294,037 ％

％

％

事 - ％

事 -

事 -

事 -

事 -

企非 -

企非 -

公共下水道事業

特定環境下水道事業

種別
（注）会　　計　　名

国民健康保険事業（事業勘定）

国民健康保険事業（直診勘定）

介護保険事業（保険事業勘定）

介護保険事業（介護サービス事業勘定）

後期高齢者医療事業

-

204,248

-

53,327

（総費用）

3,229,752

-

1,320,0441,394,758

-

193,270

歳　　出

487,220

31,780

16,398

0

164,427

-

74,714

-

133

-

193,137

歳　　入

（総収益）

3,394,179

-

人口密度

決 算 状 況
人　　　　　口

6,491

標 　　　準 　　　財 　　　政　　 　規　　 　模

2,152,119

4,571,836

積 立 金 取 崩 し 額

基　　　準　　　財　　　政　　　収　　　入　　　額

実 質 単 年 度 収 支
( ⑥ + ⑦ + ⑧ - ⑨ )

基　　　準　　　財　　　政　　　需　　　要　　　額 3,644,287

翌年度に繰り越すべき財源

7,355,711

0繰 上 償 還 金

△ 6.0

住 民
基 本
台 帳

119,781

差引(形式収支)(①-②)

実 質 収 支 ( ③ - ④ )

国 勢
調 査

126,272

22年

7,481,983

21,541

21,731

△ 0.9

市 区 町 村
コ ー ド

市 町 村 名

市 町 村
類 型

栄 町

平  成  27 年  度

402
32.51

人口集中地区人口

22年国調

123293

第１次
22,580 653.0

対H26増減率

8,200 人

0.61

人

H27年度末の債務保証額又は損失補償額

△ 159,521

△ 236,578

252,744

経 常 収 支 比 率

7,708,806

602,252

211,439

第 三 セ ク タ ー 等 名

 

将 来 負 担 比 率 40.0                   

387,239

連 結 実 質 赤 字 比 率 -

実 質 公 債 費 比 率 10.0                   

健　全　化　判　断　比　率

329,801

 

歳 出 総 額

歳 入 総 額

平成26年度区　　　　　　　分

就
業
人
口

7,726

Ｓ４０．４．１以降の合併等の状況

人

21,228 人 27年国調
人

人
8,059

229,570

109,967

20,033

実 質 収 支 比 率

区　　　　　　　分

財 政 力 指 数

積 立 金 現 在 高

地　方　公　営　事　業　会　計　の　状　況

うち臨時財政対策債発行可能額

単 年 度 収 支

積 立 金

実 質 赤 字 比 率 -

503,622

31,780

（単位：千円）

資金不足比率
（対象会計
のみ記載）
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H27普通交付
税 種 地 区 分

Ⅴ－２

番号

Ⅱ4

第３次

産　　　　業　　　　構　　　　造

区　　分 第２次

95.0

1,173,947

債務負担行為支出予定額

財　政　指　標　等

5.1

地 方 債 現 在 高

う ち 財 政 調 整 基 金

1,989

実質収支
（純損益）

人

第三セクター等に対する債務保証又は損失補償の状況

普通会計からの
繰入額

注）「企適」は、平成27年度地方公営企業決算状況調査の対象の地方公営企業のうち地方公営企業法を全部又は一部適用している事業、「企非」は、同調査の対象の地方
公営企業のうち左記以外の事業、「事」は、地方公営事業のうち同調査の対象の地方公営企業以外の事業、「収益」は、左記事業のうち収益事業をいう。
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経常一般財源等 決算額 経常的経費充当一般財源等

32.4 ％ △ 3.6 ％ 2,190,721 1,818,871 26.2 ％ 1.1 ％ 1,762,245

1.4 4.4 100,705 1,347,881 19.4 1.6

0.1 15.4 5,528 1,034,794 14.9 8.5 323,515

0.3 12.1 21,940 828,341 11.9 △ 9.9 828,341

0.3 73.9 22,118 元 金 741,490 10.7 △ 9.6 741,490

5.0 70.7 359,271 利 子 86,851 1.3 △ 11.9 86,851

0.1 145.2 8,799 0 0.0 - 0

0.0 - 0 3,682,006 53.1 0.2 2,914,101

0.4 40.0

0.0 - 925,511 13.3 4.0 585,255

0.1 4.8 7,780 14,677 0.2 △ 7.8 3,894

23.1 4.1 692,020 10.0 5.6 482,822

20.8 8.8 195,700 2.8 △ 6.9

2.1 △ 4.6 8,000 0.1 0.0 0

0.2 △ 81.5 551,925 8.0 16.3 436,350

63.2 3.6 4,235,800 5,874,139 84.7 2.8 4,422,422

0.0 11.0 3,119

1.9 △ 2.7 1,960 28,241 0.4 △ 63.4

0.4 △ 1.2 11,191 502,297 7.2 △ 46.8

0.6 8.3 0 306,365 4.4 △ 57.0

11.2 △ 2.2 181,564 2.6 △ 18.5

0.0 - 0 0 0.0 -

6.4 △ 5.4 14,368 0.2 49.8

0.3 14.9 16,428 6,343 0.1 △ 67.9

0.2 44.1 0 0.0 -

5.9 △ 10.1 508,640 7.3 △ 47.3

1.8 △ 55.4

1.0 △ 5.7 184 480,268 6.9 △ 16.3

7.1 △ 30.2 5,925 0.1 48.1

0.0 - 65,220 0.9 △ 32.5

5.4 △ 2.9 0 0.0 -

100.0 △ 4.1 4,268,682 6,934,192 100.0 △ 5.7

0.2 △ 78.1 12,448 0.2 △ 79.3

超過課税分収入済額 決算額

51.3
％

△ 4.2
％

0 107,510 1.6
％

△ 8.0
％

所 得 割 45.0 △ 3.1 0 1,512,657 21.8 △ 14.8

法 人 税 割 3.1 △ 21.1 0 1,931,349 27.9 7.8

36.6 △ 3.2 0 556,221 8.0 △ 1.8

土 地 11.9 △ 1.9 0 0 0.0 -

家 屋 18.4 △ 5.4 0 131,936 1.9 △ 23.0

償 却 資 産 6.2 1.4 0 265,973 3.8 218.5

12.1 △ 2.5 0 605,558 8.7 △ 4.2

100.0 △ 3.6 0 417,203 6.0 △ 7.2

△ 3.0 571,101 8.2 △ 31.2

6,343 0.1 △ 67.9

98.1
％

19.5
％

90.3
％

828,341 11.9 △ 9.9

市 町 村 民 税 98.1 21.9 91.3 0 0.0 -

固 定 資 産 税 97.9 17.1 87.9 0 0.0 -

92.7 13.8 64.2 6,934,192 100.0 △ 5.7

H27決算額 地方債

95,126 151,800

57,219 0

55,134 61,500

注）表示単位未満を四捨五入しています。このため、構成比の積み上げと合計が一致しない場合があります。

注）調査項目がない場合、指標又は増減率等が算定されない場合は、「－」で表しています。

全 体 事 業 費 の 財 源 内 訳

83,600

前 年 度 繰 上 充 用 金

合　　　　　　　計

公 債 費

その他特定財源 一般財源

206,176

7,172,125

諸 支 出 金

総 務 費

民 生 費

1,193,436

1,046,808

災 害 復 旧 費

145,175

280,920

農 林 水 産 業 費

商 工 費

428,358

2,324,673

636,842

消 防 費

教 育 費

276,756

土 木 費

労 働 費

衛 生 費

構成比 対H26増減率

議 会 費

市　　　　　町　　　　　村　　　　　税

前 年 度 繰 上 充 用 金

積 立 金

対H26増減率

失 業 対 策 事 業 費

目　　　的　　　別　　　歳　　　出

区　　　　　分

合　　　　　　　計

維 持 補 修 費

地 方 交 付 税

投資及び出資金 ・貸付金(経常的なものを除く )

手 数 料

繰出金 ( 経 常 的 な も の を 除 く )

45,861

1,653,540

3,119交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

内
訳

1,492,168

経 常 的 経 費 小 計

150,390

10,982 経 常 的 繰 出 金

1,492,168

7,780

震災復興特別

投資的経費のうち人件費

投資及び出資金・貸付金（経常的なもの）

補 助 費 等

420,640 投 資 的 経 費 小 計

21,425

25,178

国直轄事業負担金
国 有 提 供 施 設 等 所 在
市 町 村 助 成 交 付 金

特　　　 　　別

普　　　 　　通

分 担 金 及 び 負 担 金

803,240 単 独

補 助

普 通 建 設 事 業 費

内
訳

県 営 事 業 負 担 金

決算額区　　　　　分 構成比

う ち 東 日 本 大 震 災 分 う ち 東 日 本 大 震 災 分

都 道 府 県 支 出 金

126,272

74,951

地 方 債

合　　　　　　　計

13,170

16,125

457,907

う ち 臨 時 財 政 対 策 債 387,239

0う ち 減 収 補 填 債 特 例 分

災 害 復 旧 事 業 費

511,139

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

地 方 特 例 交 付 金 等

国 庫 支 出 金

使 用 料

4,531,124一　般　財　源　計

0

135,144

地 方 税

21,940

22,118

地 方 譲 与 税 100,705

5,528

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

2,324,673

利 子 割 交 付 金

軽 油 引 取 税 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金 26,770

特 別 地 方 消 費 税 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

0
26,770

物 件 費

8,799

0 義 務 的 経 費 小 計

内
訳

一 時 借 入 金 利 子

359,271

元 　利
償還金

番号

市 町 村 名

歳　　　　　　　　　　　　　　入

市町村類型栄 町 Ⅴ－２

区　　　　　分 決算額

性　　　　質　　　　別　　　　歳　　　　出

構成比 対H26増減率

人 件 費

構成比 対H26増減率

扶 助 費

区　　　　　分

う ち 職 員 給

公 債 費

うち一部事務組合に対するもの

事 業 名 事 業 年 度
全 体 事 業 費

市 町 村 民 税

徴
収
率

滞納繰越分 合　　　計

国民健康保険税（料）

合 計

そ の 他

国民健康保険税（料）

固 定 資 産 税

現年課税分

市 町 村 税

区　　　　　分

72,494

850,317

大　規　模　事　業　の　状　況

国県支出金

0

0

0

16,890

57,219

6,900通学路整備事業 Ｈ25～28 152,000

Ｈ27 57,219

道路舗装修繕事業 Ｈ27～H29 374,866

公共用地環境整備委託 0


